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※　廃棄物処理法により、５年以下の懲役若しくは 1,000 万円以下の罰金（産業廃棄物の不法投棄を法人が犯した場合は、
　３億円以下の罰金）に処され、又はこれを併科されます。
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事業系ごみは事業者が責任を持って処理する義務があります。住居と店舗が同じ
場合でも事業系ごみを家庭系ごみとして出すことはできません。

事業系ごみを家庭系ごみの収集場所に出すことはできません。不法投棄となり廃
棄物処理法第25条の罰則が科せらせます。



可能な限りリサイクルするよう分別を徹底してください。
どうしてもリサイクルできない場合は事業系一般廃棄物として収集委託してください。

　事業所において家電や業務用の電気製品等を廃棄する際は、廃棄物処理法に基づいて
産業廃棄物の収集業者に依頼してください。

　また、通常家庭で使用されるものと同じエアコン・テレビ・冷蔵庫及び冷凍庫・洗濯
機及び衣類乾燥機を廃棄する場合は、家電リサイクル法の適用を受け、家電４品目とし
て処理することもできます。

経済産業省　家電リサイクル
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府中町一般廃棄物収集運搬許可業者一覧

　事業系ごみの処理を委託する場合は、許可業者と契約をする必要があります。府中
町の許可業者については、府中町のホームページで確認してください。

　安芸クリーンセンターは可燃性の一般廃棄物の処理施設のため、産業廃棄
物の処理は行っていません。産業廃棄物を排出する際は、事業者の責任に
より産業廃棄物処理業者に委託し、適正に処理を行ってください。



リサイクルできない可燃性の事業系ごみは安芸クリーンセンターにて処理を行って
います。

　事業者は、自ら可燃性事業系ごみを安
芸クリーンセンターに搬入することが出
来ます。処理できるごみの種類や、処理
手数料については、安芸クリーンセン
ターまでお問い合わせください。
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事業系ごみは事業者が責任を持って処理する義務があります。住居と店舗が同じ
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棄物処理法第25条の罰則が科せらせます。
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